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平成２２年３月２１日に旧近江八幡市と旧安土町が合併して新近江八幡市が誕生

し、早くも７年目となりました。合併前、合併後においても、厳しい財政状況の中で

安全かつ良質な公共サービスが効率的に実施できるよう、行政改革に取り組んできま

した。 

新市においては、平成２２年度から平成２６年度の５年間を対象期間として第１次

行政改革大綱・行政改革実施計画を策定し、その取り組みの一環として中期財政計画

を策定し、収支改善目標を定めて、企業的経営感覚・発想を重視した「株式会社近江

八幡」として改革を進めてきました。具体的には、合併前からも含めた財政効果のあ

る取組実績として、歳出面では、ＰＦＩ解約を含めた病院経営の見直し、同和対策事

業の終了、ホットテレビの㈱ＺＴＶへの譲渡、施設の統合・廃止、廃棄物処理施設運

営費の削減、生活関連施設周辺自治会等関係経費の削減、公開事業診断による事業見

直しや職員の定員適正化計画による人件費の削減等、歳入面では、市税等の徴収対策

の強化、広告料収入の確保、ふるさと応援寄附金の制度変更による増収や遊休地の売

却等を実施し、平成２０年度と比較すると積立金現在高が約６５億円増加するととも

に元利償還金に相当する額の全額が交付税の算定で措置される臨時財政対策債を除

いた地方債現在高が約２８億円減少するなど県内でもトップレベルの財政状況に押

し上げるなかで、金田小学校や島小学校、防災機能を付加したコミュニティセンター

の整備や学校給食センターの整備など市民との約束であるローカルマニフェストを

確実に実施及び推進してきました。 

引き続き、第２次行政改革大綱・行財政改革プランに係る中期財政計画では、対象

期間を平成２７年度から平成３１年度までの５年間とし、将来的な見通しを見据えた

中での指針とすることから、『財政見通し』については平成３６年度までの１０年間

としました。策定にあたっては、計画の目的である行財政改革プランとの連携、事業

の選択、規模の選択・適正化や予算編成に当たっての指針として、的確に活用できる

よう毎年、決算状況、事業の進捗、社会情勢、制度改正などの状況に基づき、将来見

通しも含め見直しすることとしています。このことから平成２７年度決算、平成２８

年度以降のうち既に確定している内容を反映し、将来見通しを含めて見直しを行い、

その分析と課題の抽出を行いました。 

財政見通しにおける大型施設整備事業については、岡山コミュニティエリア整備事

業を計画の進捗により、事業期間を平成３１年度まで、総事業費を約３７.５億円と想

定し、当初計画より見直した上で見込みました。 

なお、見直しにあたって計画の基本的事項や『財政見通し』の前提条件に変更はな

く当初計画のとおりです。また、『財政見通し』は各事業個々の事業期間、事業費や

１ 財政見通しの見直しにあたって 
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内容等を議論するためのものではなく、将来的なリスクを最大限考慮し策定しており、

ここに計上された数値を今後の取り組みの中で財政リスクを払拭し、いかに良化して

いくかといった観点から、今後も市税等の徴収対策の強化、使用料等の受益者負担の

適正化、広告料収入、ふるさと応援寄附金の拡充や公共施設の新設等に伴う跡地の民

間活用等を促進するための処分による歳入確保を進め、市民との約束でもある「持続

可能な財政基盤の確立」に向け、改革を継続し責任を果してまいります。 

 

 

 

 

【中期財政計画の概要】 

 ○目 的 

行財政改革プランと連携した取り組みを進めるとともに、人口減少社会への課

題、普通交付税の合併算定効果の縮減への課題や大型施設整備事業の実施による

課題を受けて、『持続可能な財政基盤の確立』に向けた予算の指針とする。 

 

○基本事項 

対 象 期 間 ：平成２７年度～平成３１年度 

（財政見通しは平成２７年度～平成３６年度） 

対 象 会 計 ：普通会計 

取 組 目 標 ：① 行政改革の実施 

       ② 財政指標の適正管理 

         実質公債費比率 ： 8.6%（全国都市の H26 平均値） 

            将来負担比率 ：69.7%（全国都市の H26 平均値） 

            地方債現在高比率：200.0%（標準財政規模の２倍） 

            積立金現在高比率： 50.0%（標準財政規模の半分） 

                      25.0%（財政調整基金と減債基金の合計） 

  見通しの改訂 ：毎年度実施 

  情 報 公 開 ：市ホームページによる公開 
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◎ 歳入の推移 

 地方税は軽自動車税の改正などの増収となる要素はあるものの、生産人口の減少や

法人市民税の改正の影響により徐々に減少していく見込みです。 

地方交付税は、合併算定替えの特例加算措置の段階的な縮減の影響はあるものの、

国の財源保障措置がなされている交付税措置のある市債を優先的に発行しているこ

となどから、平成３６年度までの間、概ね５３億から５５億円台を維持する見込みで

す。 

国・県支出金は、大型施設整備事業に係るものについては、これまで国・県からの

補助金の確保を図ってきたところであり、その補助事業費に連動し、完了とともに減

少するものの、扶助費に係るものは支出の逓増に伴い一定の増加が見込まれます。 

地方債のうち建設事業に係るものについては、大型施設整備事業の事業費に連動し、

臨時財政対策債は、地方交付税と同様に合併算定替えの特例加算措置縮減の影響を受

けます。 

歳入においては、今後、一般財源の増加が見込めない中において、新たな財源の確

保が課題となりますが、平成２７年度決算においては、市有地の売払収入やふるさと

応援寄附金が大きく伸びたことにより、その他の収入が大幅に増額となるなど、持続

可能な財政基盤の確立・維持に向けた取り組みを進めているところです。 
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３ 財政見通しにおける分析と課題
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◎ 歳出の推移 

 扶助費については、少子高齢社会の進行などに伴い増加が見込まれ、また、大型施

設整備事業による市債の発行により公債費も増加するため、歳出総額に占める義務的

経費の割合は年々高くなり、平成３２年度以降、歳出全体の５０％を超えることが見

込まれます。義務的経費のうち、特に全て一般財源での対応となる公債費について、

繰上償還の実施や交付税措置のない市債及び低い市債の発行を抑制する取り組みを

継続することにより軽減を図ります。 

投資的経費は、大型施設整備事業の進捗の影響で平成２７年度と平成３０年度の２

カ年がピークとなります。なお、平成３２年度以降に大幅に減少するのは、大型施設

整備事業を見込んでいないことによるものです。 

その他の経費では、医療費や給付費の増加に伴う特別会計への繰出金が増加してい

くことが見込まれます。 

市民生活に密着した大型施設整備事業の完遂に向けた継続実施と多様な行政ニー

ズに対応した積極的な施策の展開を図りつつ、事業の精査や公共施設の配置適正化な

どの取り組みを継続することにより、歳入に見合った歳出を持続します。 
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◎ 収支の状況 

 赤字を防ぐために最低限必要な額として収支が「５．０億円」になるように繰入金

による調整をします。このことにより、将来に備えて着実に積み立ててきた財政調整

基金や減債基金を年度間の財源調整として活用することとなります。 
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◎ 地方債残高、積立金残高の推移 

 地方債残高抑制の取り組みとして、平成２７年度において繰上償還を行うとともに、

交付税措置の低いものも含めて市債発行を見送りました。今後は、環境エネルギーセ

ンターの整備や教育施設の整備、市庁舎整備事業をはじめとする大型施設整備事業の

財源として世代間の負担の平準化の側面もある市債を活用することから平成３１年

度には３６０億円に迫ります。しかし、地方債残高のピーク時においても概ねその４

割以上にあたる約１５３億円は、元利償還金に相当する額が交付税の算定で措置され

る臨時財政対策債が占めています。 

積立金残高は、これまで着実に積み立ててきたことに加え、平成２７年度にも市有

地の売払収入やふるさと応援寄附金を基金へ積み立てことにより約１３６億円あり、

これを市民ニーズに応えるために活用していきます。公共施設等整備基金を大型施設

整備事業の財源とするとともに、財政調整基金を年度間の財源調整として活用するこ

とにより、平成３６年度には３０億円を下回ることが見込まれますが市のキャッシュ

フローの状況から３０億円以上を維持するよう歳入を確保し一時借入が生じないよ

うに対応します。また、特定目的基金については、新たな歳入確保につながる事業へ

充当するなど、効果的にその活用を図っています。 
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◎ 計画対象期間外も含めた公債費の状況 

平成２７年度の約２０億円（繰上償還を除く）を底に平成２８年度から増加に転じ、

平成３２年度に２６億円を超え、平成３３年度から平成４２年度までは毎年２７億か

ら２８億円以上という市町合併以前と同程度の水準で推移する見込みとなっていま

す。しかし、今後の計画期間において、市債発行の抑制をはじめとする計画策定時の

目標達成に向けた取り組みにより将来世代の負担軽減を図ります。 
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◎ 指標の状況 

 実質公債費比率と将来負担比率については、指標の算定において元利償還金及び準

元利償還金に係る交付税措置分を控除することになっているため、交付税措置のある

市債発行を優先している現状から、ともに財政健全化計画を策定することが義務づけ

られる早期健全化基準を上回ることはありません。 

 実質赤字比率は、基金からの繰入による黒字を維持しているため発生しません。 

地方債現在高比率は、標準財政規模に対する地方債現在高の割合を示すものであり、

平成２６年度には１４１.１％であったものが、地方債の残高がピークとなる平成３

１年度と平成３２年度は２００％を若干上回る見込みとなりますが計画最終年度に

は目標水準を達成します。 

積立金現在高比率は、標準財政規模に対する積立金現在高の割合を示すものであり、

大型施設整備事業への充当や年度間の財源調整に基金を活用するため、平成３６年度

には１６.８％になると見込まれます。 

地方債残高の抑制と積立金残高の向上に向けた取り組みを継続することで、地方債

現在高比率と積立金現在高比率の良化を図り、目標水準が達成できるよう努めます。 
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指標目標を定めた５つの指標のうち、健全化判断比率を除く地方債現在高比率と積

立金現在高比率については『財政見通し』において、引き続き目標を超過又は不足す

る状況となっています。しかし、平成２７年度において市有地の売払収入やふるさと

応援寄附金の基金への積み立て、繰上償還の実施や市債発行の抑制を進めたことか

ら、計画策定時と比較をして両指標は良化しており、さらに目標を達成するため、当

初この計画において定めた『目標を達成するための方策』である「地方債現在高比率

抑制に向けた取り組み」、「積立金現在高比率向上に向けた取り組み」及び「その他の

取り組み」について引き続き推進していきます。 

 

【中期財政計画策定時に定めた目標を達成するための方策】 

  ① 地方債現在高比率抑制 

     交付税措置のない市債発行の抑制 

     市債借入期間の縮減 

     繰上償還の実施 

  ② 積立金現在高比率向上 

     積立金の確保（市有財産売却益・ふるさと納税） 

     特定目的基金の活用 

     効率的な基金運用による運用益の確保 

  ③ その他 

     大型施設整備事業の適切な事業費への精査と財源の確保 

     公共施設の統廃合による解体・売却の実施 

     行政改革効果の適正な活用 

H26 H31 H36H26 H31 H36

地方債現在高比率 改善の
イメージ

積立金現在高比率 改善の
イメージ

 

４ 目標に対する状況 
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全国都市の平成２６年度決算平均値以下を目標水準とします。 

 
早期健全化

基準 

目標 

水準 
H26 決算 H27 決算 H31 見込 H36 見込

実質赤字比率 12.61% 0% 0% 0% 0% 0% 

当初見通しの見込 0% 0% 0% 

実質公債費比率 25.0% 8.6% 4.7% 4.0% 4.1% 6.7% 

当初見通しの見込 4.2% 4.4% 7.2% 

将来負担比率 350.0% 69.7% 0.0% 0.0% 33.6% 52.2% 

当初見通しの見込 0.0% 51.0% 61.1% 

 

 

 

標準財政規模の２倍（２００％）以下を目標水準とします。 

目標水準 H26 決算比率 H27 決算比率 H31 見込比率 H36 見込比率 

200.0％ 141.1％ 156.8％ 204.8％ 177.9％ 

当初見通しの見込 162.6％ 210.8％ 185.1％ 

 

 

 

標準財政規模の半分（５０％）以上を目標水準とします。但し、年間の資

金収支不足が生じた場合の基金からの繰替運用に約３０億円の基金残高が必

要と見込まれており、財政調整基金と減債基金の合計についても、２５％以

上（約４５億円）とします。現状、目標水準との乖離が見られますが『目標

を達成するための方策』に継続して取り組むことで達成をめざします。 

 目標水準 H26 決算 

比率 

H27 決算 

比率 

H31 見込 

比率 

H36 見込 

比率 

積立金現在高比率 50.0％ 73.7％ 76.4％ 53.6％ 16.8％ 

当初見通しの見込 74.6％ 44.2％ 16.2％ 

財政調整基金・ 

減債基金の合計 25.0％ 47.4％ 
47.0％ 40.8％ 3.8％ 

当初見通しの見込 47.4％ 33.0％ 4.9％ 

健全化判断比率 

地方債現在高比率 

積立金現在高比率 
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